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情報開示項目について① ～収益費用項目～

不動産鑑定評価基準（改正案）
（第５回国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会投資不動産鑑定評価基準等検討小委員会資料より）

第４節 DCF法の適用等
Ⅱ DCF法の収益費用の統一等
（１） DCF法の適用により収益価格を求めるに当たっては、証券化対象不動産に係る収益又は費用の額につき、連続する複数の

期間ごとに、次の表の項目（以下「収益費用項目」という。）に区分した鑑定評価報告書に記載しなければならない。（収益費用項
目ごとに、記載した数値の積算内訳等を付記するものとする。）この場合において、同表の項目の欄に掲げる項目の定義は、そ
れぞれ同表の定義の欄に掲げる定義のとおりとする。
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証券化対象不動産の価格に関する鑑定評価の実務指針（案）
（第５回国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会投資不動産鑑定評価基準等検討小委員会資料より）

今後、リートの開示書類の収益費用項目の定義についても、統一化に向かっていくものと考えられる。

情報開示項目について② ～収益費用項目～

２



平成19年1月 野村不動産レジデンシャル投資法人目論見書より

Ｊリートのキャップレートの開示例

情報開示項目について③ ～キャップレートについて～

３



第４節 DCF法の適用等
Ⅰ DCF法の適用過程等の明確化
（２） DCF法による収益価格を求める場合に当たっては、還元利回り、割引率、収益及び費用の将来予測等査定した個々の項目

等に関する説明に加え、それらを採用して収益価格を求める過程及びその理由について、経済事情の変動の可能性、具体的に
検証した事例及び論理的な整合性等を明確にしつつ、鑑定評価報告書に記載しなければならない。

不動産鑑定評価基準（改正案）
（第５回国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会投資不動産鑑定評価基準等検討小委員会資料より）

リートの開示書類においても、還元利回り、割引率の算出過程を記載していくことが考えられる。

第５章 DCF法等の適用
Ⅰ DCF法の適用過程等の明確化
２ 収益還元法 ② 利回り ⅰ 割引率

DCF法で適用する割引率は、各期の純収益と復帰価格を価格時点に割引くための期待収益率である。

投資の標準とされている金融資産の利回りや不動産投資利回りの目安となっている不動産の利回りに対象不動産の個別性（準収益の
不確実性）を加味して求めた利回りや、同一需要圏内の類似不動産の取引事例の利回り、投資家へのアンケート結果等を総合的に勘案
して査定する。複数の対象不動産を一時に鑑定評価する場合（複数の不動産鑑定士による場合は特に。）には、個別の不動産の地域要
因や個別的要因の格差を把握し、それらの格差に基づく将来収益の変動リスクについて検討し、整合性に留意して割引率を査定すること
が必要である。
割引率の査定については、金利動向、市場分析結果、対象不動産の純収益の不確実性をどのように反映させたかを、判断根拠とした

資料とともに、できるだけ明確に鑑定評価報告書に記載する必要がある。

証券化対象不動産の価格に関する鑑定評価の実務指針（案）
（第５回国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会投資不動産鑑定評価基準等検討小委員会資料より）

情報開示項目について④ ～キャップレートについて～
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ＰＭＬ値の変更事例①

平成１８年１１月１７日グローバル・ワン不動産投資法人

平成１９年３月８日阪急リート投資法人

平成１９年２月９日日本ビルファンド投資法人

平成１９年１月３０日ＭＩＤリート投資法人

平成１９年１月２９日東急リアル・エステート投資法人

平成１８年１１月１７日トップリート投資法人

プレスリリース日投資法人名称

投資法人が地震リスク分析における予想最大損失率（ＰＭＬ）調査を依頼
している株式会社イー・アール・エス及び応用アール・エム・エス株式会社
による地震リスク分析の評価手法が変更されたことにより、前述の調査会
社を利用している各投資法人より更新されたＰＭＬが発表されている。

ＰＭＬの変更を発表した投資法人
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ＰＭＬ値の変更事例②

ＰＭＬ変更の理由

トップリート投資法人プレスリリース（平成１８年１１月１７日）

６



ＰＭＬ値の変更事例③

トップリート投資法人プレスリリース（平成１８年１１月１７日）

地震リスク評価分析の主な変更内容

７



ＰＭＬ値の変更事例④

ＰＭＬ変化の要因についての説明を開示。

阪急リート投資法人プレスリリース（平成１９年３月８日）

８



アスベストについての情報開示事例①

ＢＥＬＣＡらが発表している「不動産投資・取引におけるエンジニアリング・レポート作成に
係るガイドライン」における環境リスク診断の中で、アスベスト等の建築物の有害物質含
有調査及び一般的な敷地環境調査について言及がなされている。

【事前情報の入手】
建築図面、敷地内の建物配置図、地質調査報告、登記簿の写し等の提供を依頼主から受ける。

【調査の第一段階】
入手した資料を検討し、環境の観点から危惧される項目の有無を抽出。建築年代によってはアスベスト、
特定フロン、ＰＣＢ等の存在が懸念されることから、図面の仕上げ材料名称、設備機器の仕様に注意する。

【現地調査】
仕上材料、耐火被覆材料の材質、設備機器の使用を確認して有害物質が含まれている（懸念される）場合は
使用されている部位などを記録するとともに、写真を撮る。

【敷地環境調査】
大気汚染なども含む広範囲な環境調査を対象とする。調査地において、過去に環境に影響を及ぼす物質が

使用されていたか、あるいは貯蔵、保管、廃棄されていた場合には、環境影響の懸念があるものとして評価する。

調査方法

アスベストあるいはアスベストを１％以上含む石綿は、１９８０年頃まで吹付け耐火被覆の材料として使用されて
いた可能性が高いが、外観からはアスベスト使用の有無の判別が困難である。従って、同年代より前に施工さ
れた建築物の耐火被覆は、安全側に判断することとし、アスベストが使用されているものとみなしている。正確な
判断が要求されている場合は分析調査の実施を進言する。

調査項目（アスベストに関する項目）

９



アスベストについての情報開示事例②

イーアセット投資法人 「平成１８年４月期決算説明資料」

決算説明会資料において、ガイドラインに沿った形で調査を行った結果及び今後の対応
について情報を開示。
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アスベストについての情報開示事例③

プレスリリースにおいて、
アスベスト調査の実施及び結果に
ついて開示。

森トラスト総合リート投資法人プレスリリース（平成１８年１２月１１日発行）

１１



NAREITの Best Practicesについて

NAREITのBest Practicesとは

米国のNAREIT（National Association Real Estate Investment Trusts）では、機関誌において、Best Practices と
称して、ガバナンスや情報開示などについてあるべき姿を簡略して説明するとともに、代表的な会社名を紹介した例が
ある。

・NAV（Net Asset Value)の算出に

あたって必要な要素として、連結会
社の資産から得られるNOI（Net 
Operating Income)、マネジメント
フィー、不動産以外（開発プロジェク
ト等）からの収入、負債、優先株など
を挙げて、それぞれの計算の仕方を
簡単に記載している。

・NAVの見積もりは一定程度主観に

よらざるを得ないなどの注意すべき
点についても述べている。

・ＮＡＶの構成要素及びその算出過
程について開示している代表的な会
社としていくつかの会社名を公開し
ている。

← NAREITの発行している雑誌「Real 
Estate Portfolio」に掲載されているBest 
Practices の一部を抜粋
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公募型不動産ファンドの情報開示の例①

二層構造を用いた例（スキーム図）

ＲＲレジデンシャルワン住居用不動産投資ファンド匿名組合 第一期有価証券報告書より

１３



公募型不動産ファンドの情報開示の例②

二層構造を用いた例（主な投資物件情報）

本来、親ファンドの有価証券報告書においては子ファンドの投資資産に
ついて開示義務はないが、投資家への情報提供を行うために自発的に
開示がなされている。

ＲＲレジデンシャルワン住居用不動産投資ファンド匿名組合 第一期有価証券報告書より
１４



売買履歴の開示例

不動産投資信託証券の発行者等の運用体制等に関する報告書

最近の不動産投資信託証券市場を取り巻く状況を踏まえ、市場の信頼性向上及び不動産投資信託証券に係る実務の円滑化の
観点から、不動産投資信託証券に関する有価証券上場規程の特例の一部改正が行われ、10月1日より施行された。
これにより、新たに、上場不動産投資信託証券の発行者は、当該不動産投資信託証券に係る計算期間又は営業期間経過後３ヶ

月以内に、不動産投資信託証券の発行者等の運用体制等に関する報告書を提出することとなった（第８条第４項）。
この報告書は、主として利益相反取引への取組み等を記載するものであるが、その中で、投資対象物件の売買履歴も開示事項と

なっている。

2006年11月30日ジャパンリアルエステイト投資法人

「不動産投資信託証券の発行者等の運用体制等に関する報告書」より

＜記載上の留意事項＞
前々所有者・信託受益者がいない物件又は前所有者・
信託受益者が1年を超えて所有している物件の場合は、

その旨を明示した上、前所有者・信託受益者の取得価
格の記載を省略できる。
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バーゼルⅡにおけるファンドの取扱い① ～バーゼルⅡについて～

● バーゼルⅡとは、2004年６月にバーゼル銀行監督委員会から最終案が公表された、金融機関の新しい自己資本比率規制
のことをいう。バーゼルⅡ は、近年の金融機関のリスク管理実務の進展や金融技術の高度化等を踏まえ、金融機関の直面す
るリスクをより精緻に評価すると同時に、金融機関のリスク管理能力の向上を促すことを目指している。

● バーゼルⅡは３つの柱、すなわち、①最低所要自己資本比率、②金融機関の自己管理と監督上の検証、③市場規律から
成り立っている。

バーゼルⅡについて

● 第１の柱では、自己資本比率を算定するにあたり、分母となるリスクの計測を現行規制より精緻化するという点が最も大き
な特徴である。
具体的には信用リスク（貸倒れのリスク）の計測の精緻化に加え、オペレーショナル・リスク（事務事故や不正行為等により金

融機関が損失を被るリスク）の計測が新たに自己資本比率の算定に導入された。

● 第２の柱では、銀行勘定の金利リスクや信用集中リスクなど第一の柱の対象となっていないリスクも含め、金融機関自らが
リスクを適切に管理し、リスクに見合う適正な自己資本を維持するという「自己管理型」のリスク管理と自己資本の充実の取り組
みを期待すること、また当局は、各金融機関が自発的に創意 工夫をしたリスク管理の方法について検証・評価を行い、必要に
応じて適切な監督上の措置を講ずること等が求められている。

● 第３の柱では、開示の充実を通じて市場規律の実効性を高めることとされ、自己資本比率とその内訳、各リスクのリスク量
とその計算手法等についての情報開示が求められている。

１６



バーゼルⅡにおけるファンドの取扱い② ～バーゼルⅠからⅡへの移行について～

バーゼルⅠ（現行規制） バーゼルⅡ（平成19年3月末より）

● 一律のリスク・ウェイトを適用 ● 金融機関のリスク管理水準に応じ、３つの
選択肢を用意。

事業法人、個人

住宅ローン

銀行（OECD加盟国所在）

政府向け（OECD加盟国）

100％

50％

20％

0％

標準的手法
（中堅地域金融機関や地域金融機
関）

● 現行規制を一部修正

基礎的内部格付手法（※）
（大手金融機関の一部と大手地域金
融機関)

● デフォルト確率を金融
機関が推計

先進的内部格付手法（※）
（大手金融の一部）

● デフォルト確率に加え、デ
フォルト時損失率等も金融
機関が推計

第２の柱に関連して、信用リスクの計算方法が一部変化

１７
※金融庁長官の承認が必要である。



バーゼルⅡにおけるファンドの取扱い③ ～標準的手法におけるファンドの取扱い～

ファンド内の資産構成を把握（ルックスルー）できる場合

● 現行法制と同様に、ファンド内の個々の資産の信用リスク・アセットを算出し、足し上げ

（参考） ファンド内の資産構成を把握することが困難であるが、大枠は把握可能な場合

● 現行法制と同様に、ファンドに含まれ得る資産のうち、最大のリスク・ウェイトを不明部分に適用

― ソブリン向け（AAA～AA－格）債権等

― 我が国の政府関係機関向け債権等
― 銀行・事業法人（AAA～AA－格）向け債権等

― 住宅ローン
― 銀行・事業法人（A＋～A－格）向け債権等
― 銀行・事業法人（BBB＋～BB－格）向け債権等
― 90日以上延滞債権（個別引当率20％未満、住宅ローン以外）
― 証券化商品(BB＋～BB－格:投資家の場合）
― 証券化商品(無格付、劣後部分）

（例１）ファンド内の個々の資産を把握することができないものの、証券化商品が含まれていないことが分かっている場合
→ 150％のリスク・ウェイトを不明部分に適用

（例2）ファンド内の個々の資産を把握することができないものの、証券化商品と不良債権が含まれていないことが分かって

いる場合
→ 100％のリスク・ウェイトを不明部分に適用

０％
10％
20％
35％
50％

100％
150％
350％
自己資本控除

１８

― 不動産の取得又は運用を目的とした事業に対する法人等向け債権等・・・・・・・・・・・・・・・・・100％
― 株式又は出資・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・100％



バーゼルⅡにおけるファンドの取扱い④ ～内部格付手法(IRB)におけるファンドの取扱い～

＜算出方法の適用基準＞ ＜ファンドの取扱い（所用自己資本の算出方法）＞

ファンド内の資産構成は
把握可能か？

ファンド内の資産のうち、
過半数以上が株式か？

ファンド内の運用基準は
把握可能か？

ファンドの時価評価は日
次・週次で入手可能か？

ファンド内に高リスク商品
は含まれ得ないか？

①ルックスルー方式

● 現行規制と同様に、ファンド内の個々の資産の信用リスク・アセットを算出し、
足し上げ

②修正単純過半数方式
● ファンドが全て株式等エクスポージャーで構成されていると見なし、300％（上場株
式のみで構成されている場合）又は400％のリスク・ウェイトを適用

● ファンドの運用基準（マンデート）に基づき、ファンド内の資産構成を保守的に仮定
し、個々の資産の信用リスク・アセットを算出し、足し上げ

③マンデート方式

④内部モデル（VAR:Value at Risk)方式

● 内部（VAR）モデルの利用に関し、当局の承認を得ている場合で、一定の要件を
満たしたファンドの時価（NAV）の変動率から所用自己資本を算出

⑤簡便方式

● ファンド内に証券化商品（メザニン部分、劣後部分）や不良債権等の高リスク商品
が含まれないことが確認できる場合は400％のリスク・ウェイトを適用

⑤簡便方式

● ファンドに対して1250％のリスク・ウェイトを適用

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ １９



利害関係人取引開示事項

ー

ー

○

○

意志決定プ
ロセスへの
言及（※１）

○

○

○

○

利害関係人
である旨の

開示

○

○

○

○

取引に至った
理由の説明

ー取得資産の取得に
関するお知らせ

Ｈ１９．３．２野村不動産オフィスファン
ド投資法人

○交換資産の交換に
関するお知らせ

Ｈ１９．３．８ジャパンリアルエステイト
投資法人（※２）

ー譲渡資産の譲渡に
関するお知らせ

Ｈ１９．３．２福岡リート投資法人

○交換資産の交換に
関するお知らせ

Ｈ１８．２．２４日本ビルファンド投資法人

セカンドオピ
ニオン取得

有無

取引
形態

題名発表日投資法人名

（※１）運用会社から投資法人への事前報告を行った旨を開示した場合も含む

（※２）上記項目以外にも継続保有する場合と交換する場合のケーススタディを提示するなどの工夫もなされている。

利害関係人取引における情報開示については、
各投資法人が事例ごとにプレスリリースの中で工夫して実施。

２０



利害関係人取引開示事項（ジャパンリアルエステイト投資法人）①

ジャパンリアルエステイト投資法人プレスリリース（平成１９年３月８日発行）

交換先について、利害関係人であることを開示。

２１



ジャパンリアルエステイト投資法人プレスリリース（平成１９年３月８日発行）

物件の交換にあたって当事者間で「鑑定価格による取引を行う」こと
が合意されていたため、鑑定価格の妥当性を担保する観点から
セカンドオピニオンを取得した。（鑑定の依頼主は投資法人）

利害関係人取引開示事項（ジャパンリアルエステイト投資法人）②

２２



利害関係人取引開示事項（日本ビルファンド投資法人）①

交換先について、利害関係人であることを開示。

日本ビルファンド投資法人プレスリリース（平成１８年２月２４日発行）
２３



利害関係人取引開示事項（日本ビルファンド投資法人）②

交換先が利害関係人であるため、内規に則った意志決定
プロセスを経て取得を決定した旨を開示。

日本ビルファンド投資法人プレスリリース（平成１８年２月２４日発行）

２４



利害関係人取引開示事項（日本ビルファンド投資法人）③

物件の交換にあたって当事者間で「鑑定価格による取引を行う」こと
が合意されていたため、鑑定価格の妥当性を担保する観点から
セカンドオピニオンを取得した旨を開示。

日本ビルファンド投資法人プレスリリース（平成１８年２月２４日発行）

２５



利害関係人取引開示事項（福岡リート投資法人）

譲渡先について、利害関係人であることを開示。

福岡リート投資法人プレスリリース（平成１９年３月２日発行） ２６



利害関係人取引開示事項（野村不動産オフィスファンド投資法人）①

売主について、利害関係人であることを開示。

野村不動産オフィスファンド投資法人プレスリリース（平成１９年３月２日発行）

２７



利害関係人取引開示事項（野村不動産オフィスファンド投資法人）②

売主が利害関係人であるため、規程に則った意志決定プロセスを
経て取得を決定した旨を開示。

野村不動産オフィスファンド投資法人プレスリリース（平成１９年３月２日発行）

２８



マサチューセッツ工科大学（MIT）不動産センターは、1984年に、世界の建設環境を改善するという目的の下、

建築都市計画学部の中に設立された。大学院レベルの不動産プログラムとしては最も古いものであり、三つのセ
クター：教育プログラム、不動産開発の修士プログラム、研究プラットフォームがある。

・ グラフが示しているのは、取引に基づいたイン
デックスの実績（実線）をNCREIFインデックス（破

線）と比較したものである。

・ 実際の取引をベースとしたインデックスは鑑定評価
額を基にしたインデックスに先行する傾向があり、
取引インデックスの方がボラティリティが大きい。

・ 時間の経過に伴うインデックスの変化を実際に発
生した経済現象で説明しようと試みている。

MIT不動産センターについて

MIT不動産センターは、平成17年、NCREIFからデータを入手して、実際の取引価額に基づいたインデック
ス(Transaction Based Index:TBI）を作成した。

NCREIFのインデックスは、四半期ごとに評価される不動産鑑定評価額に基づいて作成されているが、TBI
は、実際の取引価額に基づいているため、いつ市場に変化が発生したか、より適切な形で示すことができる。

インデックス研究プロジェクトについて

大学における不動産投資インデックス作成に関する動き① ～MITのプロジェクトの例～

２９



・本年（平成１９年）４月より設置予定

・所長には川口有一郎早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授（※）が就
任予定

・研究の一環として、不動産データベース、不動産投資インデックス等のイン
フラの整備について研究予定

・マサチューセッツ工科大学（米国）、清華大学（中国）、国立シンガポール大
学と提携を予定

※本年（平成１９年）３月５日に、日本不動産金融工学学会及び(社)不動産
証券化協会の主催で開催された「不動産投資インデックスセミナー２００
７」において、川口教授が講師の一人として講演されている等、(社)不動
産証券化協会とも連携。

大学における不動産投資インデックス作成に関する動き② ～早稲田国際不動産研究所～

早稲田大学国際不動産研究所

３０



インデックス作成機関への情報提供について

インデックス作成機関への情報提供について

13.9%

11.8%

27.1%

29.0%

24.3%

23.1%

20.1%

17.6%

9.0% 5.6%

9.7%8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不動産投資あり

全体

信頼できる作成機関であれば、官民に拘らず情報提供したい

特定企業・業種との利害関係のない公的・中立的な機関であれば提供したい

個別物件が特定されないのであれば、情報提供しても構わない

守秘義務等の問題から、いかなる場合でも情報提供することは難しい

その他

無回答

インデックス作成機関が「信頼できる」もしくは「中立的である」ことを求める市場関係者
は４割強。「個別物件が特定されないのであれば情報提供可能」と答えた層を含めると
６割を超える市場関係者が情報提供に対して前向きな姿勢をみせている。

国土交通省土地・水資源局「不動産投資インデックスの普及促進に関する調査業務報告書」 ３１
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2 5 , 1 4 6
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

登録者数

不動産コンサルティング技能登録者数推移（累計）

（人）

(財)不動産流通近代化センターより
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1 ,715

1 ,814
1 ,882 1 ,914

1 ,961
1 ,984

2 ,029
2 ,176

2 ,247

2 ,361
2 ,449

2 ,559

2 ,706

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

登録者数

ビル経営管理士登録者数推移（累計）

（人）

(財)日本ビルヂング経営センターより

３３



不動産コンサルティング技能登録者の活躍する分野について①

不動産コンサルティング技能登録者のうち、本人の申告があった者（2,488人：平成19年3月14日現在）につ
いて(財)不動産流通近代化センターにおいてその情報（氏名、連絡先、資格、講習受講履歴、業務エリア、
業務内容、実績・PR）を無料で提供、その業務内容を集計。

(財)不動産流通近代化センターホームページより

大分類 小分類 登録数（延べ人数）
事業受託方式 1,257
等価交換方式 1,105
定期借地権 1,475
定期借家権 1,255
建設協力金方式 1,016
その他 169

6,277
貸宅地・貸家（借地・借家）の整理 1,608
複数の地権者の権利調整 1,332
相続の事前対策 1,598
その他 151

4,689
不動産投資顧問関連 638
不動産証券化関連 333
その他 75

1,046
プロパティマネジメント 970
アセットマネジメント 693
その他 67

1,730
サービサー関連 333
デューデリジェンス関連 430
その他 74

837
不動産M&A 435
競売コンサル 897
その他 190

1,522合計

土地有効活用分野

合計

合計

合計

権利調整分野

不動産投資・運用分野

不動産経営分野

債権回収・評価支援分野

その他

合計

合計

３４



不動産コンサルティング技能登録者の活躍する分野について②
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不動産コンサルティング技能登録者の活躍する分野について③
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ビル経営管理士登録者の活躍する分野について（不動産投資顧問業関連）

○不動産投資顧問業従事状況

５７．５１００不明

２６．４４６保有不動産の運用評価・分析等

１００．０１７４全体

１１．５２０不動産ポートフォリオ評価等

３２．２５６不動産マーケットの調査・分析

％人数カテゴリー名

（注）人数・％は重複するケースがあるため合計と一致しない。

(財)日本ビルヂング経営センターが、日本ビル経営管理士会会員に対し、平成１７年度にビル経営管理士

アンケートを実施。１２６６件を発信し、１７４件（１３．７％）の回答を得た。以下はその抜粋。

37



不動産投資顧問業の今後のありうるビジネスの例

・土地の有効活用に関するコンサルタント

・資産運用と相続対策に関するコンサルタント

・不動産証券化に関するコンサルタント

・不動産証券化商品購入に係る助言

・他の金融商品を含む広範な資産運用に関する助言（証券投資顧問業の登録が必要）

※一般不動産投資顧問業登録業者６８０のうち、証券投資顧問業登録をしている者は１ ７（平成１９年３月１６日

現在）

・資産運用会社からの物件評価レポーティングやオフィスビルの収益性の分析等の業務の

受託・補助

・金融機関への融資交渉 ３８



「ビル経営管理士」の果たす役割

①オーナー・投資家等が、資産（土地、ビル等）の経営管理を安心して依頼できる。

②快適かつ安全なオフィス空間の提供等テナントに対するサービス水準の向上が図られ
る。

③適正な管理計画・修繕計画を経営に反映させることにより、優良なストックが維持される。

など、「ビル経営管理士」は、ビルオーナー、テナント両者にとって、健全な賃貸オフィスビ
ル市場の育成に貢献している。

また、不動産証券化が一層進展している現在、投資対象すなわち“ビル”の経営管理の

良し悪しが直接収益に大きく影響するため、そのプロともいうべき「ビル経営管理士」による
適正なプロパティ・マネジメントへの期待は大きい。

「ビル経営管理士」によるこれらの業務の遂行を通じ、ビル単体への影響力だけでなく、

オフィス就業者の生産性向上、街の景観の保全等、魅力ある都市機能の維持に寄与して
いる。

３９



ビル経営管理士登録者の活躍する分野について（PM業関連）①

(財)日本ビルヂング経営センターが、日本ビル経営管理士会会員に対し、平成１７年度にビル経営管理士

アンケートを実施。１２６６件を発信し、１７４件（１３．７％）の回答を得た。以下はその抜粋。

（１）過去１年間の回答者の業務範囲

１００．０１７４全体

２３．０４０不明

１０．９１９施工・設計

１２．１２１仲介

１０．３１８メンテナンス

２７．０４７CM（コンストラクション・マネジメント：工事・営繕管理）

３４．５６０LM（リーシング・マネジメント：営業・仲介管理）

３９．７６９狭義のPM（管理・運営業務）

３９．１６８広義のPM（狭義のPM・LM・CM）

２４．１４２AM
２２．４３９オーナー・投資家等

％人数カテゴリー名

（注）人数・％は重複するケースがあるため合計と一致しない。

４０



ビル経営管理士登録者の活躍する分野について（PM業関連）②

（２）過去１年間の回答者の業務範囲（グラフ）
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・ 日本のＣＰＭホルダーは約８０名（全米及びカナダで９，３００名）おり、うち約５０名
がIREMジャパンのホームページに掲載、経歴や所属事務所のHP、メールアドレ
スを公表している。※１

・ ＣＰＭ資格取得要件
①経験
条件を満たす物件の不動産管理業務経験が３年以上

②キャンディデート
ＣＰＭになるためにはキャンディデート申請書を提出する必要有

③推薦
キャンディデートになるためには、支部の承認を受けた上で３通（ＣＰＭの推薦２通、
推薦状１通（誰でも可））の推薦状の提出をする必要有

④教育
必修科目を受講する必要有

⑤試験
倫理・ＣＰＭ試験に検定試験に合格した後、ＭＰSAを受験するかマネジメントプラ
ン（自己物件）を提出し合格する必要有

CPM（Certified Property Manager)の紹介①

CPM：米国不動産管理士資格（不動産管理のプロフェッショナル）
プロパティマネジメント業務に従事する人に対して米国シカゴに本部を置くIREM（Institute of 
Real Estate Management:全米不動産管理協会）が認定した教育課程を修了し、一定の試験に
合格したものにIREMより与えられる称号

※２

４２



CPM（Certified Property Manager)の紹介②

※１ IREM JAPANのホームページにおけるCPMホルダーの

紹介フォーマット

写真
○○ ○○（氏名）

株式会社○○○○

住所 ○○○○○○

○○○○○○○○・・・・・・・

○○○○○○○○・・・・・・・

○○○○○○○○・・・・・・・

株式会社○○○○

株式会社○○○○

社団法人○○○○協会○○支部長 ４３



※２ ＣＰＭ（Ｃertified Ｐroperty Ｍanager：米国不動産管理

士）取得の教育課程

○ＣＰＭ取得教育課程（各コース２～４日の講義と試験）

・倫理（試験）

・住宅管理手法（米国ではホテル以外の運用管理をＰＭの対象とする）

・メンテナンス

・マーケティング（セールスプロモーション）

・リスクマネジメント

・不動産管理者のための人事管理戦略

・不動産金融と予算

・不動産金融と投資（アセットマネジメント）

・不動産運用計画書の作成方法（レポーティング能力）

・全体試験

・ＭＰＳA（Management Plans Skills Assessment）（２日間で与えられた情報からマ
ネジメントプランを書く試験）試験

→約２８日の講義

CPM（Certified Property Manager)の紹介③

４４



・不動産証券化手法は、地域経済の活性化や再チャレンジ社会の実現のための有効な手法
・しかし、地方においては、証券化の実績が乏しく証券化手法のノウハウが蓄積されていない

地方都市における不動産証券化に関する講習会の支援や不動産証券化ファンド組成の社会実験を実
施し、地方都市における不動産証券化手法のノウハウ蓄積と人材育成を図ることによって、地元不動産
業者等の新分野への進出や地域の新たな雇用創出を促す。

Ｕ・Ｉターン
希望者

◇地方の中小不動産業者・不動
産鑑定士等を対象に、社会実験
参加のための不動産証券化に関
する講習会を実施

◇地方都市における不動産証

券化の課題等を整理し、検証結

果報告書を作成

社会実験参加の
ための講習会

事業計画の検証

◇ファンド組成のための社会
実験を実施し、モデル組成
過程報告書を作成

社会実験

公開
地方の中小不動産業者・

不動産鑑定士等

検証結果報告書

モデル組成過程報告書

地方における不動産証券化市場活性化のための事業の実施

・対象施設別

・スキーム別

・資金別 等

・各種契約書
・ＥＲ
・鑑定評価書 等

地方における不動産証券化市場活性化事業

４５


